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令和４年４月１日 

監 査 委 員 決 定 

 

 

令和４年度 羽村市監査基本計画 
 

Ⅰ 監査委員の役割 

 

監査委員の責務は、地方自治法により設置された独立の執行機関として、住民の負託

を受けて公正不偏の立場から監査を行い、公正で合理的かつ効率的な行財政運営を確保

することである。 

令和４年度は、令和 3 年度が最終年であった「第五次長期総合計画」を総括するとと

もに、今後 10 年間のまちづくりの指針となる「第六次長期総合計画」の初年であり、市

の将来像である「まちに広がる笑顔と活気 もっと！くらしやすいまち はむら」の実

現に向けた一歩を踏み出す重要な年である。しかしながら、市の財政状況は、市税の減

収などによる歳入の減少、生活保護費や障害福祉サービス費を始めとした社会保障費な

どの歳出の増加によって、財源の不足（支出超過）が生じており、その不足を市の貯金

にあたる基金で補てんしていることから、基金残高は急速に減少し、大変厳しい状況が

続いている。また、新型コロナウイルス感染症の終息が見通せない状況にあるため、感

染防止対策や市民生活・市内企業への支援など、適切なタイミングで実効性の高い対策

を講じていかなければならず、新型コロナウイルス対策は引き続きの喫緊課題である。 

このような困難な状況下においても人口減少・少子高齢化への対応、老朽化が進む公

共施設の対策や都市基盤整備など、多くの行財政需要への的確な対応が求められており、

市が将来にわたり発展していくための施策については、着実に推進していく必要がある。 

令和 4 年度予算については、行財政運営の基本方針及び予算編成方針に基づき、「第

六次羽村市長期総合計画」の事務事業を着実に展開していくとともに、事務事業の改善・

見直しや枠配分方式による各部・課の自律的な経費削減など、財政の健全化へ向けた取

組みを強力に推進して、その成果を予算に反映することで、この厳しい財政状況を打開

し、持続可能な財政運営への転換を目指すこととして編成されている。 

実際の行財政運営においては、予算編成の考え方に基づき、予算に計上した事業につ

いて最少の経費で最大の効果を挙げるよう創意工夫を図り、着実な執行に努めることが

求められている。さらには、基金残高の大幅な減少や財政の硬直化といった厳しい財政

状況を踏まえて、行財政改革を強力に推進し、財政基盤の強化に取り組んでいくことも

肝要である。 

監査委員としてはこうした状況を念頭に置きながら、市政運営がより効率的に行われ

るよう、行財政運営のチェック機関として羽村市監査基準に基づき適切に監査を行って

いくこととする。 
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Ⅱ 基本方針 

 

令和 4 年度の監査委員による監査等の活動は、主に羽村市監査基準に基づき実施する

が、特に次の点に主眼を置くものとする。 

(1)  市の事務事業について、合規性（法令に従って行われているか）の観点はもとより、

経済性（無駄な経費をかけていないか）、効率性（より成果があがる方法はないか）、

有効性（目的にかなっているか）の観点からも検証する。 

(2)  市の内部統制状況の検証（リスクの識別等の手法）に伴う違法、不正及び不適切等

の指摘にとどまらず、監査結果に基づく改善状況を把握し、監査の実効性を確保する。 

(3)  行財政運営に対する市民の高い関心に的確に応えるため、監査の結果を市公式サイ

ト等の活用を通してわかりやすく発信する。 

また、市民からの住民監査請求に適切に対応する。 

(4)  この基本計画を確実に推進し、新たな課題へ的確に対応するため、監査委員及び事

務局職員は積極的に監査研修に参加する。 

 

Ⅲ 本年度実施監査等の概要 

 

基本方針を踏まえ、令和 4 年度に実施する各監査等の概要は次のとおりとする。 

なお、それぞれの監査の具体的な内容については別途、実施計画において定める。 

 

(1)  監査 

① 定期監査(地方自治法第 199 条第 1 項、第 2 項及び第 4 項) 

市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、法令等に基づいて

適正に行われているか、また経済性、効率性及び有効性の観点に留意して行われ

ているかに主眼を置いて実施する。 

なお、監査を効果的に実施するため、リスクを識別しながら、重点的に監査を

行う事項を予め設定し、主な監査の対象は原則として令和 4 年度の事業執行分と

する。 

② 財政援助団体等監査(地方自治法第 199 条第 7 項) 

市が補助金交付等の財政援助を行っている団体等に対しては、補助金等に係る

業務がその目的に沿って適正に執行されているかという観点から監査を実施する。

併せて、所管課の当該団体に対する指導監督が適切に行われているかについても

監査を実施する。 

なお、主な監査の対象は原則として令和 2 年度及び令和 3 年度の事業執行分と

する。 

③ 指定管理者監査(地方自治法第 199 条第 7 項) 

指定管理者に対しては、公の施設の管理に係る業務がその目的に沿って適正に

執行されているかという観点から監査を実施する。併せて、所管課の当該団体に

対する指導監督が適切に行われているかについても監査を実施する。 

なお、主な監査の対象は原則として令和 2 年度及び令和 3 年度の事業執行分と

する。 
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(2)  決算審査及び基金運用状況審査 

令和 3 年度の決算を対象として実施する。 

① 各会計歳入歳出決算審査(地方自治法第 233 条第 2 項、地公企法第 30 条第 2 項) 

令和 3 年度の決算について、各会計の決算計数が適正なものとなっているか確

認するとともに、予算執行、資金運用及び財産管理の状況の審査も実施する。 

また、水道・下水道事業会計についても、決算計数が適正なものとなっている

か確認するとともに経営成績及び財政状態等について審査を実施する。 

② 基金運用状況審査(地方自治法第 241 条第 5 項) 

令和 3 年度の各基金の運用がその設置目的に沿って適正かつ効率的に行われて

いるかを主眼として審査する。 

 

(3)  財政健全化判断比率等審査 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）に基づき算

定された健全化判断比率等が適正に算定されているかを審査する。 

 

(4)  例月出納検査(地方自治法第 235 条の 2 第１項) 

各会計の毎月の現金の出納を対象として計数が適正なものとなっているか確認す

るとともに、各月末の現金等の保管状況の検査を行う。 

 

(5)  住民監査請求(地方自治法第 242 条) 

市民からの住民監査請求についてその都度監査計画を立て、迅速かつ的確に対応

する。 
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Ⅳ 監査等の実施期間及び報告・公表時期等 

 

各監査の実施期間及び報告・公表時期等は、次の表のとおりである。 

 

監 査 区 分 実 施 期 間 報告・公表時期 対   象 

例 月 出 納 検 査 
毎月末 

（除く 7 月） 

毎月末 

（除く 7 月） 

一般会計、特別会計、水道事業会計、 

下水道事業会計 

決 算 等 審 査 

(基金運用状況審査を含む。） 

7 月～8 月 

（5 日間） 
8 月 

一般会計、特別会計、水道事業会計、 

下水道事業会計、基金の運用状況 

予定⇒7 月13 日（水）・14 日（木）・15 日（金）・ 

19 日（火）・21 日（木） 

財政健全化判断比率等 

審査 
7 月～8 月 8 月 

健全化判断比率及び資金不足比率の審査 

所管課：財政課、上下水道業務課 

指 定 管 理 者 監 査 
10 月～ 

令和 5 年 2 月 
令和 5 年 3 月 

スイミングセンター 

所管課：スポーツ推進課・契約管財課 

指定管理者：大和興産株式会社 

財政援助団体等監査 
10 月～ 

令和 5 年 2 月 
令和 5 年 3 月 

ゆとろぎ協働事業運営市民の会 

所管課：生涯学習推進課 

定 期 監 査 
10 月～ 

令和 5 年 2 月 
令和 5 年 3 月 産業環境部 

 


